
『『障障害害者者のの雇雇用用をを希希望望すするる事事業業主主のの皆皆ささままへへ』』  

障害者トライアル雇用奨励金 
                                   

                                 

                                   

                                   

 

 
対象となる方  

奨励金は、次のいずれも実施した事業主に助成します。 
（１） ハローワーク・職業紹介事業者等に障害者トライアル雇用求人を提出すること。 
（２） ハローワーク・職業紹介事業者等の紹介により、障害者の雇用の促進等に関する法律

第２条第１号に規定する障害者に該当し、次のいずれかの要件を満たす方を試行雇用する
こと。 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
支援内容  

対象者１人当たり、月額４万円（最長３か月）※初めて精神障害者を雇用する場合は月額８万円  
 
ご利用方法 

（１） 本奨励金を受給しようとする事業主は、事業所を管轄するハローワーク・職業紹介事

業者等に「障害者トライアル雇用求人」を提出し、障害者トライアル雇用開始日から２

週間以内に実施計画書を紹介を受けたハローワーク等に提出してください。 

（２） 障害者トライアル雇用終了日の翌日から起算して２か月以内に、事業所を管轄する

ハローワークまたは都道府県労働局に支給申請書を提出してください。 

 
 
※奨励金の支給を受けるには、一定の要件があります。詳細はハローワークまたは都道府県労働局にお問い合わせください 

 
 
 

お問い合わせ先 ： 公共職業安定所（ハローワーク）または都道府県労働局 
URL（ハローワーク） ： http://www.mhlw.go.jp/kyujin/hwmap.html 
URL（労働局）    ： http://www.mhlw.go.jp/kouseiroudoushou/shozaiannai/roudoukyoku/ 

 障害者を、継続雇用へ移行することを目的にして原則３か月間の試行雇用を実施した事業主に

対して助成します。労働者の適性や能力を見極め、それらを確認した上で継続雇用へ移行すること

ができるため、障害者雇用への不安を解消することができます。 

 ① 紹介日時点で、就労※１経験のない職業※２に就くことを希望している 
② 紹介日の前日から過去２年以内に、２回以上離職や転職を繰り返している 
③ 紹介日の前日時点で、離職している期間※３が６か月を超えている 
④ 重度身体障害者、重度知的障害者、精神障害者 
 ※１ パート・アルバイトなどを含む。ただし、学校在学中のパート・アルバイトなどは除く 
 ※２ 「厚生労働省編職業分類」の小分類の職業の単位 
 ※３ パート・アルバイトなどを含め、一切の就労をしていないこと 

 
様 式 

 

『『障障害害者者のの作作業業施施設設等等のの設設置置・・整整備備ののたためめのの助助成成金金をを知知りりたたいい』』 

障害者作業施設設置等助成金 
                                   

                                 

                                   

                                   

 

対象となる方  
雇い入れるまたは継続して雇用する障害者の障害特性による就労上の課題を克服する作業施設

等の設置・整備を行う事業主 
 
支援内容  

 

 
ご利用方法 

「障害者助成金受給資格認定申請書」に必要な書類を添えて、定められた期間内に管轄の都

道府県支部高齢・障害者業務課（東京支部、大阪支部は高齢・障害者窓口サービス課）へ提出

し、本助成金の受給資格の認定を受けてください。 

受給資格認定後、定められた期間内に「障害者助成金支給請求書」に必要な書類を添えて、

受給資格認定申請書を提出した都道府県支部高齢・障害者業務課（東京支部、大阪支部は

高齢・障害者窓口サービス課）に提出します。 
 

 

助 成 金 対象となる障害者 
助成

率 
限 度 額 

支給 

期間 

①第１種作業施設設

置等助成金 

・身体障害者 

・知的障害者 

・精神障害者 

・中途障害者 

 

※上記の障害者であ

る在宅勤務者 

 2/3 

・障害者１人につき ４５０万円  

 （作業施設、附帯施設、作業設備の合計） 

※作業設備の場合 

  障害者１人につき １５０万円 

 （中途障害者の場合は１人につき ４５０万円） 

・短時間労働者（重度身体障害者、重度知的障害者または精

神障害者を除く）である場合の限度額は１人につき 上記の半

額 

（１事業所あたり一会計年度につき 合計４，５００万円） 

  

 

○作業施設、作業

設備等の設置ま

たは整備 

②第２種作業施設設

置等助成金 

・障害者１人つき 月１３万円 

※作業設備の場合 

  障害者１人つき 月５万円 

  （中途障害者の場合は１人つき １３万円） 

・短時間労働者（重度身体障害者、重度知的障害者または精

神障害者を除く）である場合の限度額は１人につき 上記の半

額 

３年間      
  ○作業施設、作業  

設備等の賃借 

お問い合わせ先 
 独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構  

都道府県支部高齢・障害者業務課（東京、大阪は高齢・障害者窓口サービス課）  
   URL：http://www.jeed.or.jp/location/shibu/index.html 
  

雇い入れるまたは継続して雇用する障害者の障害特性による就労上の課題を克服する作業施
設等の設置・整備を行う事業主に対して助成金を支給します。 
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